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２０２３年度豊島区当初予算（案）の概要 
（2023 年 2 月 24 日付区職労ニュースより抜粋） 

 

◆過去２番目の予算規模、特別区民税などは増収見込 

◆予算規模＝業務量に見合う人員体制の確立を！

２月１日、区は区職労に令和５（２０２３）年度当初予算案の概要と予算案重点事業を情報提供

しました。豊島区の令和５年度一般会計予算規模は１,３６１億円（前年度比０.３％増）で、過去

最大となった令和元年度予算に次ぐ、過去２番目の予算規模となりました。 

歳入 個人所得の増加などで増収見込、しかし不合理な税制改正により奪われる財源 

歳入面では、特別区民税は個人所得の

増加を見込み前年度比３３億円増（１

０.０％）、特別区交付金（特別区財政調

整交付金）は原資の１つである法人住民

税がプラスになることにより前年度比

１９億円増（６.０％）となりました。 

財政調整基金からの繰入金は、前年度

比で２９億円減となる１９億円、特別区

債は前年度比２３億円減となる２１億

円となりました。 

新型コロナウイルス感染症は区民の

暮らしと区政に大きな影響を与えてい

ますが、人口の増加、１人あたりの課税所得の増収などにより、全体としては４年度と比較して増

収が見込まれています。 

一方で、「地方創生の推進」と「税源偏在是正」の名のもと、法人住民税の一部国税化やふるさと

納税等の不合理な税制改正により、特別区・豊島区の貴重な税源が国に奪われています。 

ふるさと納税による特別区民税の減収の影響が年々大きくなり、４年度の影響額は特別区全体で

７０４億円、豊島区でも１９億円の減収となり、さらに５年度は２５億の減収が見込まれています。

また平成２６年度から財政調整交付金の原資である法人住民税の一部国税化されたことによる豊

島区の４年度の影響額は４８億円減が見込まれています。 

国は不合理な税制改正によらずに、すべての自治体を支える地方税財源の充実強化を図る責任が

あります。  

【表１】一般会計歳入の対前年度比較 
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「３つのコンセプト」と予算に関わる「８つの柱」 

区は、「豊島区１００周年の未来に向けた３つのコンセプト」として「国際アートカルチャー都

市」「ＳＤＧｓ未来都市」「ウォーカブル都市」（【資料１】参照）、また令和５年度予算の柱として８

つのテーマ（【資料２】参照）を挙げています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出（経費別）人件費は退職手当支給時期の影響で減、扶助費は過去最大の４２０億円 

経費別でみると（【表２】参照）、人件費は対前年度比８億円減で、５年度から導入される定年年

齢の段階的引き上げにより、退職手当支給時期が次年度以降になることが主な理由です。 

事業費は対前年度比６.８億円増となっています。このうち扶助費は、児童相談所の開設もあり、

過去最大規模を更新する４２０億円が計上されています。 

投資的経費は対前年度比５.４億円増となっており、施設建設事業が減となる一方、大規模改修

事業が増となっています。 

 

歳出（目的別）福祉費が最大、ワクチン接種経費は当初予算に計上せず 

目的別経費（【表３】参照）では、福祉費の構成比が最も大きく２３.８％を占めています。衛

生費の３９.８％マイナスは、主に４年度当初に計上した新型コロナウイルスワクチン接種関係経

費（２５億円）を、５年度はワクチン接種についての国の方針が決定していないため、当初予算

に計上していないことによります。【４ページへ続く】  

【資料１】豊島区１００周年の未来に向けた「３つのコンセプト」 

１．子どもと女性にやさしいまちづくり  

２．高齢者にやさしいまちづくり 

３．健康施策の充実 

４．教育施策の充実 

５．文化を基軸としたまちづくり 

６．都市再生～安全・安心なまちづくり～ 

７．SDGs 推進 

８．デジタル化推進 

【資料２】令和５年度予算の柱 
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【表３】目的別経費の対前年度比較 

【表２】一般会計歳出の対前年度比較 
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予算規模に見合う人員体制の確立を 

令和５年度の豊島区予算は、過去２番目の予算規模で、事業費や投資的経費は対前年度比で増加

しています。予算規模だけで業務量を計ることはできませんが、５年度の業務量は４年度と同等以

上であることが想定されます。 

しかし豊島区では、今の予算規模＝業務量に見合った人員が配置されていないというのが職場の

実感です。削減ありきの「第７次定員管理計画」見直しが表明され、今後は「業務量や業務の質に

柔軟に対応しながら人員配置を行っていく」（２０２３年度予算人員要求に対する区の回答）とし

ています。しかし、育休・病休等を取得する職員に対して、一部の職場で育休加配等により正規職

員配置されているものの、基本的には人材派遣職員による代替がほとんどの状況です。 

特に５年度予算重点事業では、「子どもと女性にやさしいまちづくり」「高齢者にやさしいまちづ

くり」「健康施策の充実」などが大きく取り上げられていることから、福祉・子育て・教育関連職場

の人員配置を強化することが求められます。 

この３年間のコロナ禍において、区の職員を増やすことは、区民のいのちと暮らしを守るためも

重要であることが、ますます明らかになってきました。今後も、業務量に見合った正規職員の増員

を求めていきます。 

いのちとくらしを最優先にする区政への転換！職員が安心して働き続けられる人員増を！ 

豊島区職労は２０２３年度定期大会で「いのちとくらしを最優先にする区政への転換を！職員が

安心して働き続けられる人員増を勝ち取ろう！」をスローガンとしました。 

２０２３年４月の豊島区長選挙で、これまで「文化を基軸としたまちづくり」「池袋を中心とした

再開発」を推し進め、１９９９年から６期２４年続けてきた高野区長に変わり、新しい区長が就任

することになります。区職労がスローガンで掲げた「いのちとくらしを最優先にする区政への転換」

「職員が安心して働き続けられる人員増」を実現するため、引き続き運動を進めていきます。 

 区職労は、第一線で区民と接する職場のみなさんの協力で豊島区の予算・区政の分析を進めて

いきます。  

 


